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2.1 1978年 ｢改革開放政策｣の導入 と広報導
入期 (1978-1982)
第1段階は､改革開放政策が導入 され始めた
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図表5 ｢和階社会｣の実現をめぐる広報機関の動向
年月 主催機関 概要
2005/4 漸江省広報協会 研究会 ｢広報と和階社会｣を開催
2005/4 国際広報研究中心 座談会 ｢和階社会と､広報の責任と使命｣を開催
2005/5 広報教育専門委員会 学術年会 ｢社会主義における和階社会の実現｣を開催
2005/8 中国広報協会学術委員会 学術委員年会 ｢広報と和階社会の理論研究｣を開催
2006/8 遼寧省広報協会 研究会 ｢広報と社会主義栄辱観(光栄と恥)｣を開催
2006/10 全国広報組織連席会 ｢和階社会､政府機関の信用度､企業競争力｣を提出
2006/12 寧波市広報協会 研究会 ｢広報と和階社会｣を由催
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される｡つまり､｢広報は､組織体とその組





















































こで中国政府 は､1978年か ら実施 して きた




















22 海 爾 グル ープ :h仕p://www.haier.cn/about/
culture_index_detail17.shtmlを参照｡
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ると指摘し､その間題が改善されることを望
み､且つ行動が起きることを期待する群体で
あると主張 している｡なお､｢狭報｣の考え
方は､松岡(1990)p.2において指摘され､パ
ブリックを ｢一般大衆｣という広い意味では
なく､利害を同じくする ｢一群の人々｣､1つ
ひとつを指し､その意味で広いということは
重要ではないという主張である｡
29 パーカー&リー社の創業者であり､｢広報の
父｣とも呼ばれるアイビー ･リー (IvyLee､
1877-1934)は､1906年にアメリカで起こっ
た炭鉱ス トライキをめぐる広報活動に関り､
炭鉱会社の代弁者でありながら､｢原則の宣
言｣を発表 し､広報の事実性を主張したので
ある｡つまり､企業広報は利害関係者に対し
て事実をそのまま伝えるべきである､といっ
た革新的な広報規範を提唱したとみることが
できる｡詳 しくは､Hiebert(1966)p.11を参
照｡また､1927年にAT&T社の広報担当者か
つ副社長に就任 したアーサー･ペイジ(Arthur
Page､1883-1960)は､自社の広報活動を会
社の行動規範に照らし合わせて5つの広報原
則を策定 したのである｡その第1条では､社
会に信頼 される企業として存続するには､1
つひとつのパブリックを分析することが重要
であるといった内容が盛り込まれていた｡詳
しくは､Seitel(1992)pp.36-38を参照｡
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